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本日の検討の目的と進め方について

目的 1. 資金・人材・場の個別の各論に関する議論を通じて、協働・連携の基本的考え方を導き出す
2. 協働・連携の具体的しくみ等に繋がるヒント、アイディア出し

進め方
1. 事務局から、各論点に関連する統計や参考事例などの紹介に加え、協働・連携に関す
る基本的な考え方及び今後の具体的施策の方向性について、事務局案を提案（10分）

2. 各委員から日頃の活動と今後の展望などについてのご紹介（20分）
3. 委員による意見交換（70分）

各論議論 協働・連携に関する
基本的考え方（あり方）

多様な主体との協働・連携を通じた
地域課題解決の具体的しくみ等

資金

場

人材
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検討のイメージ（事務局案）

協働・連携に関する基本的考え方（あり方）

協働・連携に関する具体的しくみ等（市民活動支援施策含む）
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資金 場人材 中間
支援情報

【論点・視点】
多くの資金循環
を生むには

【論点・視点】
一般の市民の参
加を促すには

【論点・視点】
参加・交流につ
ながる場とは

【論点・視点】
協働連携を生み
出す情報とは

【論点・視点】
コーディネート
マッチング機能
の重要性

【施策の例】
効果的情報発
信による寄付
文化の醸成

【施策の例】
プロボノ等、
敷居の低い新
しい参加手法
の開発

【施策の例】
多様な主体をつ
なぐプラット
フォーム構築

【施策の例】
ＩＣＴ活用した
情報プラット
フォーム

【施策の例】
中間支援組織
のネットワー
ク化

第５回検討 第４回検討



資金関係資料①
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【寄付の状況：さらに身近なものにする余地があるのではないか】

寄付をしたこと
がない
４５．８％

寄付をしたこと
がある
５４．２％

１回

２回

３回

４回

５～９回

１０～１９回

２０回以上

３３．８

２２．８

１６．４

５．５

９．９

９．２

２．３ 単位：％

実際に役に立っている
と思えない

NPO/団体に不信感があり、
信頼度に欠ける

経済的負担が大きい

寄付先団体などの
十分な情報がない

寄付の手続きがわかりにくい

特に妨げはない

その他 単位：％

３５．４

３２．５

３１．０

１５．２

９．４

２２．４

４．２

出典：平成２６年度特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査（内閣府）

＜寄付経験の有無＞

＜過去3年の寄付回数＞

○寄付をしたことがある人は半数を超えているが、７０％
以上が３回以下である
○寄付先で多いのは日本赤十字社と町内会・自治会
○寄付の妨げの主な原因は、使途や団体への不信感、寄付
先や手続などの情報不足

＜寄付をした先＞ ＜寄付の妨げとなる要因＞
日本赤十字社

赤い羽根共同募金

町内会・自治会

その他非営利法人

NPO法人

都道府県・市町村

政治団体・宗教法人

どこに寄付したか
わからない

H25年度は
寄付していない

その他

５１．８

２４．４

１９．３

１０．６

７．４

５．７

９．０

１２．１

１４．０ 単位：％



資金関係資料②
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【市民ファンド設立・設立準備状況：市民が市民を支える仕組みが広がっている】
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【関連トピック：いろいろな資金調達を引き出す仕組みの例】
＜社会的成果の見える化＞

②SROI（社会的投資収益率）
※Social Return on Investment

①SIB（ソーシャルインパクトボンド）
※Social Impact Bond

①クラウドファンディング
事例：FAAVO横浜（出身地と出身者をつなぐ」がコンセプト）

出典：ソーシャルイノベーションの加速に向けたSROIとSIBのスス
メ（野村総合研究所）

○特徴
購入型 ： 単純寄付ではなく、起案者（プレーヤー）は必
ず支援者（サポーター）へのお返し（リターン）を用意
All or Nothing方式 ： プレーヤーは支援の目標金額及び募
集期間を設定。期間内に目標金額に達成した場合は「成
立」するが、達しない場合は支援金を受け取る事はでき
ず、支援金はサポーターに全て返金される

達成事例：“選挙”を街ぐるみで楽しいイベントに！
行って得するセンキョ割プロジェクト

〔目的〕
若い世代が社会参加する
きっかけづくり
〔内容〕
投票に行った２０～３０
才の人が商店街でサービス
を受けられる
目標：５００，０００円
達成：５４６，０００円

＜新しい寄付の手法＞

事業への投資価
値を金銭的価値だ
けでなく、貨幣価
値化した社会的価
値も含めて成果を
把握する仕組み。

行政サービスを
民間投資によって先
行実施し、成果に応
じて行政が対価を支
払う仕組み。
横須賀市と日本財団が特別養子縁組マッチングのモデル

事業を日本で初めて実施。



資金に関する現状・課題分析
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現状 課題分析

寄付に関する情報不足
（例）
・何に使われているのかわからない
・手続きが面倒くさいような気がする
・きりがない気がする
・寄付したら損に思う
・寄付が良いことに繋がるとは思えない
・寄付したいとは思えない、楽しくない

 共感を生むような敷居の低いイ
ベントや情報発信

（寄付の楽しさや成功体験の共有）
 クラウドファンド等新しい寄付
手法の連携・活用

市民同士による寄付文化
が一般に根付いてないの
ではないか

対応の方向性

市内初の市民ファンド設
立の動き

受け皿はできたものの、一般の市民や企
業等、資源提供者側への認知度向上が課
題

 地域課題の掘り起し・共有やＰＲ
広報などの面での連携

資金調達面での活動団体
の伸び悩み

公的な助成金や民間の基金やクラウド
ファンディングなど資金調達に関する情
報やノウハウの不足

 資金調達に関するセミナー開催
 助成金ありきとならないような
中長期的な展望に立ったロード
マップ作成等

 団体の視点に立った新たなメ
ニューの検討



資金に関するまとめ（事務局案）
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【基本的考え方の方向性】
①資金循環の仕組み活性化

 資金を一つの関係者、サポーターとして捉え、多様な資金がつな
げることで、活動の先にある社会問題等を広く周知する、活動に
対する共感を生む役割としても期待。

【具体的な仕組み等の方向性（例）】
①成功事例の発信等による寄付文化醸成
②講座など団体の資金調達力強化
③市民ファンド等との連携

②お金を通じた関係性の構築

 活動を続けるために必要な資金が、行政や関係者に限らず、多くの
多様な主体から供給される社会が理想的

 そのためには、一般の市民や企業を対象とした寄付文化の醸成が重
要であり、提供された資金が、どれだけ社会的な価値を生んだか、
成果をわかりやすく伝えることが必要。

 また、一般の市民の寄付の受け皿として、クラウドファンディング
や市民ファンド等の新しい寄付の手法の活用や連携も考えられる。
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【市民の活動への意欲と実態：関心が活動につながっていない】

＜参加の妨げとなる要因＞ ＜国・地方自治体等への要望＞

活動に参加する時間がない

経費（交通費等）があり、
経済的負担が大きい

活動の十分な情報がない

活動に参加する手続きが
わかりづらい

休暇取得等が必要

一緒に参加する人がいない

活動に参加しても、実際に
役に立っていると思えない

活動の際の保険が不十分

その他

特に妨げとなることはない

５３．４

２７．８

２５．８

２４．１

２０．７

１４．８

１２．９

５．６

５．４

７．４

９．３ 単位：％

団体、NPO等に不信感がある

出典：平成２６年度特定非営利活動法人及び市民の社会貢献に関する実態調査（内閣府）

・参加の妨げとなる主
な要因は時間がない
こと、経済的負担
・活動の情報、手続方
法などの周知不足も
要因
・国、地方自治体等へ
の主な要望は団体等
の情報提供や情報発
信、活動したい人と
団体のマッチング機
能の強化

＜社会活動・地域活動への関心度＞

出典：平成２５年度市民自治に関する実態調査（川崎市）

団体、NPO等に関する
情報提供や情報発信の充実

活動したい人と受け入れる人を
結びつける人（団体）の養成・支援

活動を行うための
休暇・休職制度の普及

ボランティア活動の学習機会の充実

ボランティア保険への加入促進等、
事故への対応の整備

団体、NPO等に対する経済的支援

特になし

その他

４７．６

３５．４

３２．２

２４．７

２２．２

１８．７

１５．６

２．６
単位：％

・関心がある
が約４割、
関心がない
は約２割
・継続的に参
加している
のは約２割

＜社会活動・地域活動への継続的な参加＞
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【高齢者の状況と生きがい：活動への参加意欲を活かすためには】

＜活動に参加したい人の割合＞

＜働きたい年齢＞

＜参加したい団体＞

＜高齢者人口の増加＞
＜ ６５～７４歳の高齢者の状況＞ ・高齢者人口は増加を続

け、平成６２年に最大
で４９．８万人になる
と推計
・６５～７４歳の高齢者
で要介護・要支援認定
者は５％に満たない
⇒元気な高齢者の増加
が見込まれる。

活動に参加したい

参加したい活動はない

７２．５

２７．５
単位：％

６０歳
くらい

６５歳
くらい

７０歳
くらい

７５歳
くらい

働けるうちは
いつまでも

趣味の
サークル・団体

健康・スポーツの
サークル・団体

町内会・自治会

ボランティア団体
（社会奉仕団体）

学習・教養の
サークル・団体

老人クラブ

退職者の組織
（OB会など）

シルバー人材センター
などの生産・就業組織

３１．５

２９．７

２０．６

１２．７

１０．７

１０．１

６．０

５．７

・活動に参加したい人は
７０％を超えている
・参加したい団体で多い
のは趣味、健康・ス
ポーツなどの団体でボ
ランティアや生産・就
業組織は少ない
・仕事をしたいと思う年
齢は、働けるうちはい
つまでもが最も多く、
次は７０歳くらいまで

約３０年後には
３人に１人が高齢者

「現役世代１．７人で
１人の高齢者を支える」

約１５年後には
人口が減少に転じる

「現役世代２．７人で
１人の高齢者を支える」

約１０年後には
団塊の世代が75歳以上

「現役世代２．９人で
１人の高齢者を支える」

出典：平成25年度高齢者の地域社会への参加に関する意識調査結果（内閣府）

７６歳
以上
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■プロボノサマーチャレンジ
KAWASAKI 2015
（人材マッチングモデル事業）

社会人やシ
ニアの経験
と知識

地域課題
解決への
参加

NPOや地
域団体の
基盤強化

◇対象市民
・地域貢献意欲のあるシニアや企業等で活躍してい
る現役の社会人
◇対象団体
・活動やステップアップに課題を抱えているNPOや
町内会・自治会

■地域の寺子屋事業

◇内容
・学習支援（週1回放課後）
退職した教員、PTA、

地域住民、学生などが寺子
屋の先生を担う。持参した
宿題、寺子屋で用意した課
題などに取り組む。

JR東日本が講師を派遣
「鉄道と情報ネットワークの
秘密を探れ！」

算数プリントで学習支援

【参考事例】

・体験学習・世代間交
流（月1回）
地域、企業、大学

などの人材を寺子屋の
先生に、各寺子屋なら
ではの体験活動や世代
間交流のプログラムを
実施

◇目的
・子どもへの学習機会の提供
・地域ぐるみで子どもの教育、学習をサポートする
仕組みづくり
・シニア世代をはじめとする地域人材の知識と経験
を活かした生涯学習の拠点づくり



人材に関する現状・課題分析
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現状・課題 課題分析

社会参加についての情報不足
（例）
・やったら最後、抜けられない
のではないか
・軽い気持ちで参加したら悪い
のではないか
・どうやって参加したらよいの
かわからない
・市民活動団体は何か特別な人
がやっている感じがする

本格的にやりたくない人、キーパー
ソンまではやりたくないが、出来る
ことを楽しみたい人向けのマーケ
ティングが不足

共感を呼ぶ情報発信ができていない

 新たな参加層の掘り起し
 敷居の低い参加のきっかけづく
り
・何でもない人の参加
・その人なりの参加
・働きながらの参加

 キーパーソンや中心人物ではな
い、サポーターやフォロワーと
なる市民層の発掘育成

 人材マッチングの仕組みづくり

社会貢献に関心があるが行動に踏み
出せない人が多い
⇒一般の市民を活動に参加いてもら
うにはどうしたら良いか

対応の方向性

 情報発信の工夫
（社会貢献の楽しさを魅力的にわか
りやすく伝える）

 地域活動やボランティア活動など、
生涯現役の推進

 人材マッチングの仕組みづくり

元気な高齢者の増加

活動団体スタッフの運営スキル

健康寿命の延伸により、生涯現役
の観点から、出来るだけ多く社会
とのつながりを持つことが必要

活動ありきの部分が多く、運営に
まで手が回らない

SB・CBの担い手となる人材発掘 起業・創業に関するノウハウ不足
心理的不安

 インターンや専門家によるハンズ
オン支援など起業を支援・促進

 実務講座等、団体スタッフの育成
強化支援



人材に関するまとめ（事務局案）
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【基本的考え方の方向性】
①一般の市民を含めた多様な社会参加の促進

 地域活動、社会貢献に関心のある層をいかに実際の活動につなげ
るかが重要

 関心があるが、きっかけがない、または１歩を踏み出せない市民
に対して、お試し的な参加の場づくりなど、参加のハードルを下
げる工夫が必要

 少子高齢化を背景として、地域の担い手として高齢者の役割が高
まることから、高齢者が地域において多様な活動に関わりを持つ
環境が重要

 こうした多様な参加を通じて、継続的な活動につなげるための人
材マッチングの取組が求められる

【具体的な仕組み等の方向性（例）】
① プロボノ等、敷居の低い新たな参加のきっかけづくり
② 団体スタッフのマネジメント講座などによる団体の運営力強化
③ ソーシャルビジネスの担い手発掘・育成による起業促進
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【活動や交流の場の状況】
＜民間の交流拠点＞
○NAGAYAかわさき
→「江戸時代の長屋」のようなワークプレイス
世代や職種を超えた人が集まり「こんなこと出来たらい

いなぁ」の実現にお互いが自発的に協力をする場所。
主な施設：シェアオフィス、オープンスペース、キッチン

スタジオなど

＜各区の市民活動支援拠点＞
○各区に１～３ヵ所の区民活動
支援コーナーなどを設置
・会議室や打ち合わせスペー
ス、印刷機など

＜既存施設を有効活用した市民活動拠点＞
○こども文化センター
・中学校区に１か所を目安に設置。市内５９か所

○老人いこいの家
・市内４９か所
・老人に健全ないこいの場
を提供し、もって老人の心
身の健康増進を図ることを
目的に設置
・夜間・休日等に施設開放
を実施

・児童福祉法第４０条に規定
する児童厚生施設として設置
する、児童の健全育成を目的
とした地域での遊びの拠点
・児童の利用の少ない午前中
や夜間等の時間帯に活用

○にこぷら新地
→アート×コミュニティスペース
地域住民が自主運営するコミュニティ施設。地域活動

や情報発信、アートの創作や発表、地域の生活文化の発
信、地域・沿線の人が交流し、楽しさを生み出す場所。
主な施設：多目的スペース、ワー
クスペース、コミュニケーション
スペースなど

＜全市の市民活動支援拠点＞
○公益財団法人 かわさき市民活動センター

運営会社：株式会社ゲートウェイ



場関係資料②
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【空き家の増加懸念】

・空き家率は川崎市だけでなく、全国的にも１０％前後
・高齢世帯の持ち家率は、単身・夫婦のみとも高く、今後も潜在的
な空き家等が見込まれる

＜空き家数と空き家率（神奈川県、横浜市、川崎市）＞

個人宅の空家数
（2008年）

個人宅の空家数
（2013年）

空家率（2013年）

神奈川県 49,800 63,100 11.2%

横浜市 15,970 20,760 10.1%

川崎市 4,320 3,590 10.4%

＜高齢世帯の持ち家率＞

出典：かわさき市民活動センター 利用登録団体アンケート

○かわさき市民活動センターの利用登録団体アンケート

課題解決に際して、他
の主体との連携を重視

【連携に関するニーズ】
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【参考事例】

概 要：空き家等を地域の資源と考え、地域コミュニ
ティの活性化・再生につながる公益的な活用を
進めていくことを目的に、空き家等のオーナー
向けの相談窓口を開設

運 営：一般社団法人 世田谷トラストまちづくり
取 組：地域貢献のために提供する空き家等を保有する

オーナーと利用団体との マッチング

①空き家等地域貢献活用相談窓口（世田谷区） ②Café みやまえ

概 要：新たな出会いを提供することを目的として市民館ロ
ビーにCafeを設置

経 緯：コミュニティカフェを推進するために「コミュニ
ティカフェ運営者講座」を開催している。その修了
者（団体）の一部が実際に運営

経 費：区役所から事務用品など運営経費等として委託料
賛同費：利用者から１００円を徴収し、お茶やお菓子に充て

ている

＜市民館 de ロビーカフェ＞

＜サポーターズカフェ Ring＞
日時：年７回 火曜日

10:30～14:00
内容：ママのママによるママのため

のおしゃべりカフェ。先輩マ
ママと身近な悩みを話し合い、
よりよい子育てを考える

日時：毎月第２、４火曜日
12:30～15:30

内容：雑談カフェ、対話カ
フェ、ゲストとトー
ク、BOOK CAFE
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現状・課題 課題分析

活用を希望する団体とのマッチン
グの仕組、有効なノウハウ、事業
スキームが確立されていない

多様な主体の交流や連携協働を推進
するきっかけとなる場の不足

対応の方向性

地域における身近な活動・交流の場
の確保

 協働連携を生む仕組みづくり、プ
ラットフォームの構築

 ICTの活用、コミュニティカフェ
等民間施設との連携

 高齢化が進む地域における世代間
交流の促進など、空き家を活用し
た協働・連携の取組み検討

空き家、空き店舗等の増加

ひとつの団体だけでは解決が難し
い課題の複雑化により、マッチン
グに対するニーズが高まっている。

 こども文化センター等既存の行政
施設が使えることの情報発信

 町内会・自治会が所有する会館や
コミュニティカフェなど、民間施
設との連携

こども文化センター等既存の行政
施設が利用できることの周知不足

町内会・自治会が所有する会館や
コミュニティカフェなど、民間施
設に関する利用状況等の把握

区の拠点の更なる活用促進 利用団体等のマッチングや相談の
機会をいかしきれていない可能性
がある。

 市民活動センターや他の区の拠点
を運営する者同士のネットワーク
化による相談機能の強化
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【基本的考え方の方向性】
①全市的な交流の場の創出

②地域レベルの活動・交流拠点づくり

 多様な主体が知り合うことにより、協働・連携を生み出すような
全市的な交流のきっかけとなる場が重要

 その中心的な役割を果たすものとして、団体マッチング機能をも
つプラットフォームが必要

【具体的なしくみ等の方向性（例）】
① 多様な主体をつなぐプラットフォームの構築
② こども文化センターなど身近な場所に関する情報発信
③ 区の活動拠点である区役所支援コーナーのネットワーク化など

による相談機能の強化

 地域レベルでの活動や交流の場として、地縁組織や市民活動団体
をはじめ、多様な主体や市民が気軽に活動・交流できる場や参加
のきっかけづくりの場が重要
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 一般の市民や企業を巻き込み、多様な参加機会の拡充と担い手全体の底上げ（量的拡大と質的向上）
 繋がるための仕組みの構築、環境整備

資金

人材

場

情報

中間組織

区分 具体的しくみ等の方向性（例）基本的考え方に向けて（キーワード）

 一般の市民を含めた多様な社会参加の促進

 資金循環の仕組み活性化
 お金を通じた関係性の構築

 全市的な交流の場の創出
 地域レベルの活動・交流拠点

 効果的情報発信による寄付文化の醸成
 ファンドレイジング講座等による資金調達力強化
 市民ファンド等との連携

 プロボノ等、敷居の低い新しい参加手法の開発
 ＮＰＯ法人スタッフ養成講座による基盤強化
 ソーシャルビジネスの担い手発掘・育成、起業促進

 多様な主体をつなぐプラットフォーム構築
 こども文化センター等身近な場所に関する情報発信
 区の拠点機能の強化、ネットワーク化

 情報プラットフォームの構築
 ＩＣＴを活用した効果的な情報発信

 多様な主体をつなぐプラットフォーム構築（再掲）
 区の拠点の機能強化、ネットワーク化（再掲） 多様な主体のマッチング、コーディネート

 ＩＣＴを活用した効果的な情報発信による
協働・連携の活性化

（全体的なまとめ）


